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フードセンターたかのす業務仕様書 

 

 フードセンターたかのす（以下「フードセンター」という。）の指定管理者が行う業

務の内容及びその範囲等は、この業務仕様書による。 

 

１ 基本事項 

（１） 公の施設であることを念頭において、公平な運営を行うこと。 

（２） 地域、関係機関、ボランティア等との連携を図った運営を行うこと。 

（３） 指定管理者は、その業務の全てを第三者に委託し、又は請け負わせることはで

きないものとする。ただし、市の承諾を得て、指定管理者の責任において一部の業

務を第三者に委託することができる。 

（４） 関係法令等を遵守し、関係法令等に改正があった場合は、改正された内容に基

づき運営すること。 

 

２ 指定期間 

  令和５年４月１日から令和１０年３月３１日までの５年間 

 

３ 開所時間等 

   フードセンターの開所時間及び休所日等は、次のとおりとする。ただし、あら

かじめ市長の承認を得て、開所時間及び休所日を変更することができる。 

（１） 開所時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（２） 休所日   日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８ 

         号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年１月３日まで 

 

４ 指定管理者が行う業務に関すること 

   フードセンターたかのす指定管理者募集要項の３に規定する業務とする。なお、

北秋田市南部学校給食センター（以下「給食センター」という。）とは、常に相互

に連携を図ることとする。 

 

５ 就労支援施設の運営に関すること 

（１） 運営の基準 

障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び

運営に関する基準（平成１８年９月２９日厚生労働省令第１７１号）によるも

ののほか、学校給食センターとの連絡調整を図り、より安全で栄養価の高い食

を提供する施設として運営するものとする。 

（２） 通所バスの運行 

通所バスの運行範囲は北秋田市内とし、あらかじめ運行経路及び乗降場所を

定めること。ただし、指定管理者が特に必要と認める場合は、運行及び就労支

援施設の運営に支障のない範囲内で別に定めることができるものとする。 
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（３） 事業科目及び工賃の支払い 

事業科目は、北秋田市障害者就労支援施設管理運営規則第3条第1項で定める

事業とし、原則として出来高払いとする。ただし、市と協議のうえ、固定工賃

とすることが利用者の福祉の向上に効果的と認められる場合は固定工賃とする

ことができる。 

（４） 利用判定委員会の設置 

通所判定委員会を設置し、就労支援施設利用に係る適否を審査・判定すること。 

（５） 相談・支援の対応 

障害者の生活や就労に関する相談、適切なサービスや指定事業者の選択のた

めの相談を受けることにより、障害福祉サービスの利用が円滑に行われるよう

支援すること。 

（６） 施設の目的外使用 

    自動販売機、公衆電話などを設置する場合は、市長に目的外使用許可申請書

を提出し、許可を受けること。なお、目的外使用料は指定管理者の負担とする。 

（７） 情報公開、個人情報の保護 

    就労支援施設の適正な管理運営のため、北秋田市情報公開条例、北秋田市個

人情報保護条例を遵守する体制づくりと、職員への周知徹底を図ること。 

（８） 緊急時の対応 

    災害等の緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保及び必要な通報等について

マニュアルを作成し、緊急時には的確に対応すること。 

  また、災害時に、市が緊急に防災拠点、避難場所等として本施設を使用する

必要があるときは、市の指示により優先して避難者等を受け入れること。 

（９） 廃棄物処理 

    施設から発生する廃棄物の発生抑制に努めるとともに、北秋田市の分別ルー

ルに沿って適切に分別を行い、回収ルート等を活用し、可能な限り資源化して

いくなど、環境に配慮すること。 

 

６ 施設及び設備の維持管理に関すること 

（１） 施設保守管理業務 

① 管理責任者及び防火責任者を配置し、その者の氏名を報告すること。 

② 安全管理に十分配慮し、火災、損傷等を防止して財産の保全に努めること。 

③ 施設（駐車場及び敷地内を含む）の衛生管理等良好な維持に努め、常に快適

に施設を利用できる状態の保持に努めること。 

④ 本施設を適切に管理運営するため、施設の設備に関する保守管理等業務（別

紙１参照）を行うとともに、日常的に点検を行い、施設を維持すること。 

⑤ 光熱水費については、省エネルギーに努めること。 

⑥ 給食センターとの連絡調整を図り、適切な管理を行うこと。 

（２） 施設修繕業務 

  ① 小破修繕が必要な場合は、１件２０万円未満（消費税及び地方消費税を含む。）

の簡易なものについては、指定管理者が修繕費を負担して修繕する。また、支
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払実績額の総額と市が定めた支払予定額との差額は毎年精算する。ただし、精

算する修繕費に係る契約行為については、市の財務規則に準拠すること。※本

修繕に必要な修繕総額について、指定管理料算定及び毎年度の業務計画書提出

に際しあらかじめ収支計画に明記すること。 

② 簡易な範囲を超える場合は、効率的かつ効果的な業務実施のために必要であ

ることを明らかにし、市と事前協議をすること。事前協議により当該修繕が必

要と認められるときは、市が指定管理者と協議を行い実施する。なお、緊急を

要する場合は、執行後すみやかに報告すること。 

（３） 備品等管理業務 

① 市の所有に属する備品については、北秋田市財務規則の管理方法に基づいて

管理するものとする。また、「備品台帳」を備えてその保管にかかる備品を整理

し、購入及び破棄等の異動について定期的に市に報告すること。 

② 業務を遂行するにあたり必要な備品の購入及びリースについては、１件２０

万円を超える場合は、効率的かつ効果的な事業実施のために必要であることを

明らかにし、市と協議すること。 

③ 指定管理者が指定管理料により備品を購入したときは、購入後の備品は市の

所有とする。 

④ 学校給食センターとの共有備品の購入（更新）にあたっては、その使用頻度

等について学校給食センターと協議のうえ購入（更新）することとし、当該備

品の管理責任を明らかにすること。 

⑤ 市又は指定管理料により購入した備品と、指定管理者が所有する備品との区

別を明らかにすること。 

⑥ 指定期間が終了したときは、指定管理料により購入した備品は市に引き継ぎ、

指定管理者が所有する備品は自己の責任においてすみやかに撤去すること。 

 

７ 利用料金等に関すること 

募集要項の５に規定する利用料金等の収納業務にあたっては、現金出納簿を備

え、取り扱った利用料金等の収納の全てを記入し、その状況を明らかにするとと

もに、領収書等の使用料金等収受に係わる諸帳簿類を適正に管理・保管すること。 

 

８ 事業報告（計画）書の作成等 

（１） 事業計画書及び収支予算書の作成 

   指定管理者は、次年度の事業計画書及び収支予算について、毎年度事業開始

前に作成し、市に提出すること。 

（２） 事業報告書の作成 

   指定管理者は、毎年度事業終了後３０日以内に、次に掲げる事項を記載した

事業報告書を市に提出すること。 

① 管理にかかる業務の実施状況及び施設の利用状況に関する事項 

② 利用料金等の収入の実績に関する事項 

③ 管理にかかる経費の収支状況に関する事項 
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④ 事業計画の達成状況に関する事項 

⑤ その他市長が必要と認める事項 

（３） 実地調査等 

  市は、フードセンターの管理運営について、管理の適正を期するため、指定管

理者に対して随時に当該管理の業務又は経理の状況に関しての報告を求め、又は

実地についての調査を実施することができるものとする。 

（４） 指定期間終了にあたっての引継 

  指定管理者は、指定期間終了時に、次期指定管理者が円滑かつ支障なく管理業

務を遂行できるようすみやかに引継を行うこと。また、次期指定管理者は、施設

利用者の継続的な利用を阻害することのないよう運営を引き継ぐこと。 

 

９ リスク負担に関すること 

   指定期間内における主なリスクについては、別紙２の負担区分を前提とし、こ

れ以外のリスクの対応については、別途協議で定めるものとする。 

 

10 その他 

（１） 運営規定 

   フードセンター及び就労支援施設の運営規定を作成し、市長の承認を得るこ

と。運営規定を変更する場合も同様とする。 

（２） 保険の取扱い 

   利用者にかかる傷害等保険及び指定管理者の業務上の瑕疵により生ずる損害

賠償に対処するため、適切な損害賠償責任保険に加入すること。 

（３） 協議 

   この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務内容及びその処理等に

ついて疑義が生じた場合は、市と協議して定めるものとする。 

（４） その他 

    この仕様書に規定する業務のほか、必要な事項については協定で定めるもの

とする。 
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（別紙１） 

フードセンター保守管理業務一覧 

 

項  目 内  容 頻   度 備 考 

建物維持管理 日常保守管理 毎日  

電気設備 日常保守管理 毎日  

定期点検 年１回以上  

空調設備 日常保守管理 毎日  

定期点検 年２回以上  

自動ドア 日常保守管理 毎日  

定期点検 必要に応じて  

非常用発電設備 定期点検 年２回以上  

厨房設備 日常保守管理 毎日  

定期点検 必要に応じて  

飲料水水質検査 検査 年１回  

給排水設備 日常保守管理 毎日  

定期点検 必要に応じて  

浄化槽設備 特別清掃 必要に応じて  

廃水槽設備 特別清掃 必要に応じて  

ボイラー 日常保守管理 毎日  

定期点検 必要に応じて  

消防設備 日常保守管理 毎日  

定期点検 年２回以上  

警備  夜間、休所日  

害虫駆除  年１回以上  

駐車場・植栽等 日常保守管理 必要に応じて随時  

除草・剪定、除排雪 

清掃業務 日常清掃 毎日  

定期清掃 月１回以上  

特別清掃 年１回以上  

小破修繕 日常保守管理 必要に応じて随時  

その他の修繕 

その他施設管理上

必要な業務 

 必要に応じて随時  
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（別紙２） 

フードセンターの主なリスク負担区分 

段  階 リスクの種類 内     容 市 指定管理者 

共  通 

法令等の変更 
指定管理者が行う管理運営業務に影

響を及ぼす法令等の変更 
○  

第三者賠償 
本業務を原因とする公害、生活環境

の阻害等による場合 
 ○ 

不可抗力 
自然災害（地震・台風等）による業

務の変更、中止、延期※1 
協議事項 

申請段階 

申請コスト 申請に要する費用の負担  ○ 

調査 事業の実現可能等の調査  ○ 

資金調達 必要な資金の確保  ○ 

運営段階 

施設競合 
他施設との競合による利用者減、収

入減 
 ○ 

需要変動 当初の需要見込と異なる状況の発生  ○ 

運営費の増大 市以外の原因による運営費の増大  ○ 

施設の損傷 施設、設備機器等の損傷※2 協議事項 

修繕※2 

改築又は大規模修繕 ○  

その他修繕 
○ 

(20 万円
以上) 

○ 
(20 万円 
未満) 

施設の火災保険加
入 

施設の火災保険料の負担 ○  

管理上の瑕疵によ
る火災等事故 

管理上の瑕疵による火災等事故  ○ 

指定管理者による
業務又は協定内容
の不履行 

指定管理者による業務又は協定内容
の不履行 

 ○ 

損害賠償 
施設、機器の不備又は施設管理上の
瑕疵による事故及び臨時休館等に伴
う利用者等への損害※3 

協議事項 

運営リスク 
施設、機器の不備又は施設管理上の
瑕疵及び火災等事故による臨時休館
等に伴う運営リスク※4 

協議事項 

 

※１ 自然災害（地震・台風等）への対応…建物、設備が復旧困難な被害を受けた場 

  合、業務の全部の停止を命じることがある。復旧可能な場合、その復旧に要する 

  経費は市と指定管理者が協議を行うこととする。 

※２ 施設・機器等の損傷リスクへの対応…管理上の瑕疵による損傷は指定管理者が 

  負う。大規模な修繕が必要な場合は市と指定管理者が協議を行うこととする。 

※３ 施設・機器の不備又は施設管理上の瑕疵による事故等に伴う利用者への損害リ 

  スクへの対応…管理上の瑕疵による事故等に伴う利用者への損害について、その 

  リスクは指定管理者が負う。 

※４ 施設・機器の不備についてのリスクは、市と指定管理者が協議を行うこととする。 


